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該租税回避を否認すべきかが判断される（16）。
①客観テスト…納税者の経済的ポジションが税引前と税引後で有意に変化すること
②主観テスト…納税者にその取引を行う租税回避以外の相当な目的があること
例えば，現行の移転価格税制では，租税回避を目的とするか否かがその適用要件にされ
ていないため，合法性のある租税回避を結果とする移転価格までも更正される危険性があ
るが，GAARによればその問題はなくなるであろう。タックスヘイブン対策税制では，現
行の仕組みでもペーパーカンパニーでなければその適用はないが，GAARによれば，さら
にその正確性が高まり，非合法な租税回避だけがその対象になると期待できよう。
理論的に考えれば，このようなGAARのもと，非合法の租税回避だけが防止されれば，
社会的厚生は低下することはないであろう。確かに，多国籍企業の行動選択を歪めること
になるが，しかしながら，それは非合法なものであるから社会的には認められず，むしろ
租税国家による租税回避の防止によって社会的厚生は最大になると期待できよう。
おわりに
本稿では，OLI理論を援用して，多国籍企業による租税回避の合法性に関して検討した。
その結果は以下のようにまとめられる。
一般的には，租税回避は，節税と脱税の間にあるグレーゾーンに位置する問題であると
認識され，むしろ脱税に近いものとして批判される。租税国家にとってもその認識は同じ
であるが，加えて，租税回避は，公共財を供給するための財源の喪失につながり，また社会
的厚生を低下させる非合法な問題として位置づけられる。
そのため，租税国家は様々な手段を用いて租税回避の防止に努めている。特に，租税回
避の温床としてしばしば認められるタックスヘイブンを利用した租税回避は，タックスヘ
イブン対策税制によりその防止が試みられ，移転価格の操作による租税回避の防止は移転
価格税制による。このような手段のもと，租税国家は社会的厚生の最大化を求める。
しかしながら，OLI理論からみれば，タックスヘイブンは，地理的な優位性をもたらす
国や地域である。この考えを踏まえると，多国籍企業によるタックスヘイブンを利用した
租税回避は地理的な優位性の結果であり，このような場合，租税回避を非合法とするのに
は無理があるだろう。OLI理論によれば，Google事案に関しても租税国家であるアイルラ
ンドの正式なルールを巧みに利用して，すなわち，地理的な優位性を求めて行われた，ダ
ブルアイリッシュやダッチサンドイッチによる租税回避には合法性があると言えよう。
確かに，租税回避により社会的厚生の水準が低下するならば，租税国家がその防止に努
めるのは納得できるが，しかしながら，合法性のある租税回避を防止することは，多国籍
企業の行動選択を歪めることになり，むしろ社会的厚生を低下させる可能性があろう。そ
こで，将来的には，租税回避の合法性と非合法性を判断するためのシステムを構築し，非
合法な租税回避だけを防止する仕組み作りを進めるべきではないだろうか。日本に限って
言えば，まず包括的否認規制（GAAR）を導入すべきであろう。
（16） GAARの仕組みについては，森信（2015）pp.114-115を参照。EUのGAARについては，矢内一好［6］pp.325-
330，ニュージーランドのGAARについては，岡村忠生［1］pp.241-263が詳しい。
─169─
参考文献
［1］岡村忠生『租税回避研究の展開と課題』ミネルヴァ書房，2015年 .
［2］川田剛『節税と租税回避』税務経理協会，2009年 .
［3］谷口勢津夫『租税回避論』清文社，2014年 .
［4］西野万里「企業の国際的租税回避と租税政策―タックス･ヘイブン対策税制と移転価
格税制を中心として―」『明大商学論叢』第76巻第4号，1994年 .
［5］森信茂樹『税で日本はよみがえる』日本経済新聞出版社，2015年 .
［6］矢内一好「BEPSと租税条約」『商学論纂』第57巻第1･2号，2015年 .
［7］Dunning,J.H.（ed.）,TheTheoryofTransnationalCorporations（London:Routledge,
1993）.
［8］Dunning,J.H.（ed.）,Governments,Globalization,andInternationalBusiness（New
York:OxfordUniversityPress,1997）.
［9］Eden,L.,TaxingMultinationals:TransferPricingandCorporationIncomeTaxation
inNorthAmerica（Toronto:UniversityofToronto,1998）.
［10］OECD,InternationalTaxAvoidanceandEvasion―FourRelatedStudies―（Paris:
OECD,1987）.
［11］OECD,EconomicEffectsofandSocialResponsestoUnfairTaxPracticesandTax
Havens（Paris:OECD,2000）.
 （2016.7.21受稿，2016.8.29受理）
─170─
〔抄　録〕
本稿では，OLI理論を援用して，多国籍企業による租税回避の合法性について検討して
いる。結論を先に述べれば，OLI理論によれば，多国籍企業によるタックスヘイブンを利
用した租税回避は，地理的な優位性を求めた結果であり，合法性があると認められる。
一般的に考えれば，租税回避は，限りなく非合法な問題として批判される。また，租税国
家にとっては，公共財の供給財源の喪失をもたらし，かつ，社会的厚生を低下させる要因
として対処される。しかしながら，OLI理論の観点からは，タックスヘイブンを利用した
租税回避は，地理的な優位性を求めたものであり，この場合，租税国家の正式なルールに
従っていることを考えれば，その租税回避には合法性があると言えよう。
ただ，世界が租税回避の防止に積極的に取り組み始めた中では，合法性があるか否かに
関係なく租税回避すべてが否認される可能性が出てきた。それは，多国籍企業の行動選択
を歪めることになり，その結果として，むしろ社会的厚生が低下するかもしれない。この
ような事態を回避するためには，非合法な租税回避のみを否認する仕組みの構築が急がれ
よう。
